


本研究では,システム化の中核である母体搬送の運用ならびに搬送対象のうち頻度が高く,

多彩な病態をもつ胎内発育障害の管理について臨床的な検討を行った。 

母体搬送に関しての胎児救急の運用については,評価の基礎となる「maternal transport」

の定義について,検討し,原則として救急疾患によるものとする方が良いとの結論に達した。

また各施設における maternal transport の実態調査では切迫早産及び PROM などの胎児原

因によるものが多くなって来ていることが指摘された。さらに maternal transport と

neonatal transport の単純比較では,児の生存率に差はないが,この点については,背景因

子を考慮すると共に,長期予後などについても分析する必要のあることが示された。地域的

周産期医療システムを機能させるためには,1)24 時間体制を支える人員,設備, 2)周辺各科

の救急体制との連絡, 3)一次施設との信頼関係  4)搬送距離・時間の短縮化, 5)情報ネー

トワーク, 6)宣伝・啓蒙活動, 7)地域特殊性への対応などが重要であると思われた。 


